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LIA-140 管理型検査制度 新旧対照表 （令和 8年 10月 1日施行） 
 

新 旧 変更理由 

Ⅰ 管理型検査制度について 

省略 

 

１～６ 省略 

７ 手数料 

(1)、(2) 省略 

(3) 手数料は、本会の取引銀行への振込みにより、検査等の申請書受理の際に収納するものとする。 

 

 

Ⅱ 省略 

 

Ⅲ 第１検査について 

省略 

 

１ 申請手順 

(1)～(4) 省略 

(5)  所定の検査手数料を指定口座（「ⅩⅠ 手数料について」を参照下さい。）への振込によりお支払い下

さい。 

(6) 以下省略 

 

Ⅳ 管理検査について 

省略 

 

１ 申請手順 

(1) 省略 

(2) 所定の検査手数料を銀行口座（「ⅩⅠ 手数料について」を参照下さい。）への振込によりお支払い下さ

い。 

(3) 以下省略 

 

Ⅴ 性能確認検査について 

省略 

 

１ 申請手順 

(1) 省略 

(2) 所定の検査手数料を銀行口座（「ⅩⅠ 手数料について」を参照下さい。）への振込によりお支払い下さ

い。 

(3) 以下省略  

 

Ⅵ 軽微な変更又は追加について 

省略 

  

《 申 請 手 順 》 

(1)～(4) 省略 

(5) 検査が必要な場合、所定の検査手数料を銀行口座（「ⅩⅠ 手数料について」を参照下さい。）への振

込によりお支払い下さい。 

(6) 以下省略  

 

Ⅰ 管理型検査制度について 

省略 

 

１～６ 省略 

７ 手数料 

(1)、(2) 省略 

(3) 手数料は、現金、本会の取引銀行への振込みにより、検査等の申請書受理の際に収納するものとす

る。 

 

Ⅱ 省略 

 

Ⅲ 第１検査について 

省略 

 

１ 申請手順 

(1)～(4) 省略 

(5)  所定の検査手数料を指定口座（「ⅩⅠ 手数料について」を参照下さい。）への振込等によりお支払い

下さい。 

(6) 以下省略 

 

Ⅳ 管理検査について 

省略 

 

１ 申請手順 

(1) 省略 

(2) 所定の検査手数料を銀行口座（「ⅩⅠ 手数料について」を参照下さい。）への振込等によりお支払い下

さい。 

(3) 以下省略 

 

Ⅴ 性能確認検査について 

省略 

 

１ 申請手順 

(1) 省略 

(2) 所定の検査手数料を銀行口座（「ⅩⅠ 手数料について」を参照下さい。）への振込等によりお支払い

下さい。 

(3) 以下省略  

 

Ⅵ 軽微な変更又は追加について 

省略 

  

《 申 請 手 順 》 

(1)～(4) 省略 

(5) 検査が必要な場合、所定の検査手数料を銀行口座（「ⅩⅠ 手数料について」を参照下さい。）への振

込等によりお支払い下さい。 

(6) 以下省略  

 

 

 

 

 

 

 

運用実態との整

合 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅰ７(3)の変更に

伴う語句修正

（以下同様） 
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新 旧 変更理由 

Ⅶ 工場審査について 

省略 

 

《 申 請 手 順 》 

(1)、(2) 省略 

(3) 所定の検査手数料を銀行口座（「ⅩⅠ 手数料について」を参照下さい。）への振込によりお支払い下さ

い。 

(4)  以下省略  

 

Ⅷ～ⅩⅢ 省略 

 

ⅩⅣ 異議申立て 

本会は、製品の製造事業者等から持ち込まれる製品又は認証業務に関する異議申立てを確実、かつ、

誠意を持って処理するものとする。 

 

１ 省略 

２ 異議申立ての処理 

(1)～(3) 省略 

(4) 異議申立ての審理結果に対する不服の取扱い 

本会の審理結果に不服のある場合、報告書の発行日から 30日以内に限り、当該審理結果に対する不

服申立てができるものとする。 

 

ⅩⅤ 管理型検査制度運用規則（LIA-140-1） 

 

第１条〈 総  則 〉 

１～３ 省略 

４ 管理型検査制度を選択する場合は、原則、当該品目（類似品を含む。）の６か月間の生産実績を有し、品

質が安定しているものとする。 

５ 以下省略 

 

第２条～第５条 省略 

 

第６条〈 フォローアップ 〉 

１ 本会は、当該製造事業者の工場等において、管理型検査制度の運用状況、品質管理状況等の確認のた

め、原則として、フォローアップを年１回以上行うものとする。（以下「１年フォローアップ」という。） 

２ 本会は、前項の「１年フォローアップ」の他に、年３回（原則として３月に１回）、管理型検査制度の運用状況

等の確認をするものとする。（以下「３月フォローアップ」という。） 

  ただし、ISO9000’s特例適用事業所（当該品目が認証範囲に含まれる場合に限る）にあっては、フォローア

ップを年１回（原則として６月に１回）とする。 （以下「６月フォローアップ」という。） 

３ 以下省略 

 

第７条 以下省略 

 

（別紙－１）第１条第２項関連 省略 

（別紙－２）第１検査申請に係る添付書類 

第１検査申請に係る添付書類は、下記に掲げる書類のうち該当するものとする。ただし、申請

する製品に関するものとし、継続時には変更部分のみとする。 

（別紙－３）～（別紙－６） 省略 

 

Ⅶ 工場審査について 

省略 

 

《 申 請 手 順 》 

(1)、(2) 省略 

(3) 所定の検査手数料を銀行口座（「ⅩⅠ 手数料について」を参照下さい。）への振込等によりお支払い

下さい。 

(4)  以下省略  

 

Ⅷ～ⅩⅢ 省略 

 

ⅩⅣ 異議申立て 

本会は、製品の製造事業者等から持ち込まれる製品又は認証業務に関する異議申立てを確実、かつ、

誠意を持って処理するものとする。 

 

１ 省略 

２ 異議申立ての処理 

(1)～(3) 省略 

(4) 異議申立ての審理結果に対する不服の取扱い 

本会の審理結果に不服のある場合、通知書の発行日から 30日以内に限り、当該審理結果に対する不

服申立てができるものとする。 

 

ⅩⅤ 管理型検査制度運用規則（LIA-140-1） 

 

第１条〈 総  則 〉 

１～３ 省略 

４ 管理型検査制度を選択する場合は、原則、当該品目（類似品を含む。）の６ヶ月間の生産実績を有し、品

質が安定しているものとする。 

５ 以下省略 

 

第２条～第５条 省略 

 

第６条〈 フォローアップ 〉 

１ 本会は、当該製造事業者の工場等において、管理型検査制度の運用状況、品質管理状況等の確認のた

め、原則として、フォローアップを年１回以上行うものとする。（以下「１年フォローアップ」という。） 

２ 本会は、前項の「１年フォローアップ」の他に、年３回（原則として３月に１回）、管理型検査制度の運用状況

等の確認をするものとする。（以下「３月フォローアップ」という。） 

  ただし、ISO9000’s特例適用事業所（当該品目が認証範囲に含まれる場合に限る）にあっては、フォローア

ップを年１回（原則として６月に１回）とする。  

３ 以下省略 

 

第７条 以下省略 

 

（別紙－１）第１条第２項関連 省略 

（別紙－２）第１検査申請に係る添付書類 

第１検査申請に係る添付書類は、下記の掲げる書類のうち該当するものとする。ただし、申請

する製品に関するものとし、継続時には変更部分のみとする。 

（別紙－３）～（別紙－６） 省略 

 

 

 

 

 

 

Ⅰ７(3)の変更に

伴う語句修正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

語句修正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

語句の整合性 

 

 

 

 

 

 

語句修正 
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新 旧 変更理由 

ⅩⅥ～ⅩⅦ 省略 

 

ⅩⅦ 性能確認検査運用規則（LIA-140-3） 

第１条～第３条 省略 

第４条〈検査項目〉 

性能確認検査の品目ごとの試料の提出数量、検査項目及び試料数は次のとおりとする。ただし、製品の型式

（形式）により必要でない項目は除くものとする。 

 1～13 省略 

14 迅速継手（大型燃焼器接続用のものを含む）・・・提出数量：3 

検査項目 試料数 

①   表 示 3 

②   寸 法 2 

③   気密性 3 

④   着脱力 2 

⑤   通過流量 3 

 

 15 以下省略 

 

ⅩⅧ 性能確認検査省略手数料規則（LIA-140-4） 

 

第１条 

管理型検査制度の「ⅩⅦ 性能確認検査運用規則」（LIA-140-3）第２条「省略」の適用を受けようとする場

合の手数料は別表１に掲げるものとする。ただし、消費税は、別に納めるものとする。 

 

第２条 省略 

ⅩⅥ～ⅩⅥ 省略 

 

ⅩⅦ 性能確認検査運用規則（LIA-140-3） 

第１条～第３条 省略 

第４条〈検査項目〉 

性能確認検査の品目ごとの試料の提出数量、検査項目及び試料数は次のとおりとする。ただし、製品の型式

（形式）により必要でない項目は除くものとする。 

 1～13 省略 

14 迅速継手（小口径ホース用及び大型燃焼器接続用のものを含む）・・・提出数量：3 

検査項目 試料数 

①   表 示 3 

②   寸 法 2 

③   気密性 3 

④   着脱力 2 

⑤   通過流量 3 

 

 15 以下省略 

 

ⅩⅧ 性能確認検査省略手数料規則（LIA-140-4） 

 

第１条 

管理型検査制度の「ⅩⅦ 性能確認検査運用規則」（LIA-140-3）第２条「省略」の適用を受けようとする場

合の手数料は別表１に掲げるものとする。ただし、消費税は、別に納めるものとする。 

 

第２条 省略 
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新 旧 変更理由 

 

（別表１）性能確認検査省略手数料（税抜き） 

 

品       目 手数料(円) 

(1) 

 

調 

 

整 

 

器 

1-1)単段減圧式調整器 

10kg/h以下のもの 23,100 

10kg/h以下高性能 23,100 

10kg/hを超えるもの 23,100 

張力式ガス放出防止型のもの 
単独申請 30,800 

従型式 7,700 

1-2)自動切替式調整器 

10kg/h以下のもの 31,900 

10kg/h以下高性能 31,900 

10kg/hを超えるもの 31,900 

親子式 

10kg/h以下のもの 35,200 

10kg/hを超え 50kg/h以下 35,200 

50kg/hを超えるもの 省 略 

遮断機構付 10kg/h以下のもの 45,100 

1-3)二段減圧式調整器 

10kg/h以下のもの 19,800 

10kg/h以下の一体型 19,800 

10kg/h以下の一体型高性能 19,800 

10kg/hを超えるもの 19,800 

10kg/hを超える一体型 19,800 

親子式 

10kg/h以下のもの 35,200 

10kg/hを超え 50kg/h以下 35,200 

50kg/hを超えるもの 省 略 

分離型検知装置（調＋漏） 

省  略 
 

調整器 50kg/hを超えるもの 

漏洩検知部 

(2)  低圧ホース 
一般型（大口径を含む。） 29,700 

高性能   29,700 

(3)  燃焼器用ホース （大口径を含む。） 29,700 

(4)  逆止弁付根元バルブ 25,300 

(5) マイコンメータ （削除） 

  

 

（別表１）性能確認検査省略手数料（税抜き） 

 

品       目 手数料(円) 

(1) 

 

調 

 

整 

 

器 

1-1)単段減圧式調整器 

10kg/h 以下のもの 21,000 

10kg/h 以下高性能 21,000 

10kg/h を超えるもの 21,000 

1-2)自動切替式調整器 

10kg/h 以下のもの 29,000 

10kg/h 以下高性能 29,000 

10kg/h を超えるもの 29,000 

親子式 

10kg/h 以下のもの 32,000 

10kg/h を超え 50kg/h 以下 32,000 

50kg/h を超えるもの 省 略 

遮断機構付 10kg/h 以下のもの 41,000 

1-3)二段減圧式調整器 

10kg/h 以下のもの 18,000 

10kg/h 以下の一体型 18,000 

10kg/h 以下の一体型高性能 18,000 

10kg/h を超えるもの 18,000 

10kg/h を超える一体型 18,000 

親子式 

10kg/h 以下のもの 32,000 

10kg/h を超え 50kg/h 以下 32,000 

50kg/h を超えるもの 省 略 

分離型検知装置（調＋漏） 

省  略 
 

調整器 50kg/h を超えるもの 

漏洩検知部 

(2)  低圧ホース 
一般型（大口径を含む。） 27,000 

高性能   27,000 

(3)  燃焼器用ホース （大口径を含む。） 27,000 

(4)  逆止弁付根元バルブ 23,000 

(5) マイコンメータ 
Ⅱ型 

基本型 
付加機能無 31,000 

付加機能有 42,000 

共通型 
付加機能無 31,000 

付加機能有 42,000 

個別型 
付加機能無 31,000 

付加機能有 42,000 

１０年検満タイプ 同 上 

  

 

 

 

 

 

手数料改定 

 

 

運用（ LIA本発

第 28-27 号）の

反映 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

運用実態との

整合 
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新 旧 変更理由 

 

品       目 手数料(円) 

(5) マイコンメータ 

（削除） 

Ｓ型 （漏えい検知部を含む） 77,000 

ＳＢ型  
継続使用時間無 77,000 

継続使用時間有 77,000 

Ｓ４型  77,000 

E型 （漏えい検知部を含む） 77,000 

EＢ型  
継続使用時間無 77,000 

継続使用時間有 77,000 

E４型  77,000 

(6) 金属フレキシブルホース 27,500 

(7) 配管用フレキ管 

7-1) 配管用フレキ管 
主 17,600 

従 8,800 

7-2) 配管用フレキ管継手 

銅合金製 
主 13,200 

従 3,850 

ｽﾃﾝﾚｽ製 
主 15,400 

従 5,500 

(8) ガス漏れ警報 

遮断装置 

8-1) 

配管接続型 

一体型 
復帰確認無 22,000 

復帰確認有 34,100 

分離型 
復帰確認無 22,000 

復帰確認有 34,100 

8-2) 

メータ内蔵型 

一体型 

流量・微少有 40,700 

流量又は微少有 38,500 

遮断のみ 8,800 

分離型 

流量・微少有 40,700 

流量又は微少有 38,500 

遮断のみ 8,800 

１０年検満 同 上 

8-3) 制御部 

流量及び微少有又は復帰 52,250 

流量又は微少有又は復帰 35,750 

警報器連動遮断 22,000 

  

 

品       目 手数料(円) 

(5) マイコンメータ 

Ｌ型 

基本型 付加機能有 42,000 

共通型 付加機能有 42,000 

個別型 付加機能有 42,000 

Ｓ型 （漏えい検知部を含む） 70,000 

ＳＢ型  
継続使用時間無 70,000 

継続使用時間有 70,000 

Ｓ４型  70,000 

E型 （漏えい検知部を含む） 70,000 

EＢ型  
継続使用時間無 70,000 

継続使用時間有 70,000 

E４型  70,000 

(6) 金属フレキシブルホース 25,000 

(7) 配管用フレキ管 

7-1) 配管用フレキ管 
主 16,000 

従 8,000 

7-2) 配管用フレキ管継手 

銅合金製 
主 12,000 

従 3,500 

ｽﾃﾝﾚｽ製 
主 14,000 

従 5,000 

(8) ガス漏れ警報 

遮断装置 

8-1) 

配管接続型 

一体型 
復帰確認無 20,000 

復帰確認有 31,000 

分離型 
復帰確認無 20,000 

復帰確認有 31,000 

8-2) 

メータ内蔵型 

一体型 

流量・微少有 37,000 

流量又は微少有 35,000 

遮断のみ 8,000 

分離型 

流量・微少有 37,000 

流量又は微少有 35,000 

遮断のみ 8,000 

１０年検満 同 上 

8-3) 制御部 

流量及び微少有又は復帰 47,500 

流量又は微少有又は復帰 32,500 

警報器連動遮断 20,000 

  

 

 

 

運用実態との

整合 

 

手数料改定 
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新 旧 変更理由 

 

品       目 手数料(円) 

(9) 高圧ホース 

一般型 15,400 

高性能型 15,400 

防止機構（張力式及び高性能型） 35,200 

防止機構（過流式及び高性能型） 35,200 

防止機構＋逆止弁機能付 41,800 

(10) 自記圧力計 
自記圧力計 45,650 

電気式ダイヤフラム式圧力計（気密・漏洩） 36,300 

(11) 対震自動ガス遮断器 

一体型（安全機構無） 37,950 

一体型（安全機構有） 45,650 

分離型（安全機構無） 37,950 

分離型（安全機構有） 45,650 

感震器 17,600 

確認装置 22,000 

(12) ホースバンド 7,700 

(13) ゴムキャップ 9,900 

(14) 迅速継手 

（削除） 

プラグ 11,000 

ソケット 11,000 

プラグ・ソケット同時申請 22,000 

（削除） 

(15) ガス放出防止器 

過流式 23,100 

過流式（転倒遮断） 23,100 

張力式 23,100 

(16) ホースエンド接続具 
16-1) 燃焼器ホース用接続金具 12,100 

16-2) 金属フレキ用接続金具 省  略 

(17) 感震自動ガス遮断装置 

感震部 22,000 

遮断部 23,100 

制御部 4,400 

一体型 22,000 

  

 

品       目 手数料(円) 

(9) 高圧ホース 

一般型 14,000 

高性能型 14,000 

防止機構（張力式及び高性能型） 32,000 

防止機構（過流式及び高性能型） 32,000 

防止機構＋逆止弁機能付 38,000 

(10) 自記圧力計 
自記圧力計 41,500 

電気式ダイヤフラム式圧力計（気密・漏洩） 33,000 

(11) 対震自動ガス遮断器 

一体型（安全機構無） 34,500 

一体型（安全機構有） 41,500 

分離型（安全機構無） 34,500 

分離型（安全機構有） 41,500 

感震器 16,000 

確認装置 20,000 

(12) ホースバンド 7,000 

(13) ゴムキャップ 9,000 

(14) 迅速継手 

一般型 

プラグ 10,000 

ソケット 10,000 

同時申請 20,000 

小口径型 

プラグ 13,000 

ソケット 13,000 

同時申請 20,000 

(15) ガス放出防止器 

過流式 21,000 

過流式（転倒遮断） 21,000 

張力式 21,000 

(16) ホースエンド接続具 
16-1) 燃焼器ホース用接続金具 11,000 

16-2) 金属フレキ用接続金具 省  略 

(17) 感震自動ガス遮断装置 

感震部 20,000 

遮断部 21,000 

制御部 4,000 

一体型 20,000 

  

 

 

手数料改定 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

他規程との整合 

 

運用実態との

整合 
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ⅩⅨ 工場審査実施規則（LIA-140-5） 

 

第１条 省略 

 

第２条 

工場審査は、次の各号に掲げる書類を添付して申請するものとする。 

１ 会社の沿革、経歴書 

２ 会社、工場の組織図（管理職は氏名を記入する。） 

３ 工場位置図、配置図（材料倉庫、製造設備、試験・検査設備、製品倉庫等に分類する。） 

４ 工場審査の申請品目及び区分 

５ 検査設備等、主要試験設備及び製造設備の一覧表（品名、製造者名、仕様、台数等） 

６ 製造工程図（検査工程図を含む。） 

７ 品質管理の方法（社内規程一覧表、品質保証体制（フロー図等）） 

８ ６か間の生産実績（初回のみ） 

９ その他必要と認められるもの 

 

第３条 以下省略 

 

 

ⅩⅩ 工場審査等手数料規則（LIA-140-6） 

 

第１条 

管理型検査制度の工場審査等に係る手数料及び交通費等は、次のとおりとする。 

ただし、手数料については、消費税は別に納めるものとする。 

 

 手 数 料 交通費等 

(1)  新規の工場審査 55,000円 ＊１ 

(2)  継続あるいは品目の追加による工場審査 16,500円 ＊１ 

(3)  現場審査を省略する場合の工場審査 16,500円 － 

(4)  工場（事業所）の追加による工場審査 16,500円 ＊１ 

(5)  ３月又は６月フォローアップ － ＊２ 

(6)  １年フォローアップ － ＊３ 

 

第２条 以下省略 

 

ⅩⅩⅠ 管理検査抜取表（LIA-140-7） 

 

管理型検査制度における管理検査の検査項目及び抜取数は次のとおりとする。 

(1) 調整器 

1-1) 単段減圧式調整器 省略 

1-2) 自動切替式調整器（二段減圧式調整器を含む。） 

 

  ① 容量 10 kg/h以下のもの 

 

 

ⅩⅨ 工場審査実施規則（LIA-140-5） 

 

第１条 省略 

 

第２条 

工場審査は、次の各号に掲げる書類を添付して申請するものとする。 

１ 会社の沿革、経歴書 

２ 会社、工場の組織図（管理職は氏名を記入する。） 

３ 工場位置図、配置図（材料倉庫、製造設備、試験・検査設備、製品倉庫等に分類する。） 

４ 工場審査の申請品目及び区分 

５ 検査設備等、主要試験設備及び製造設備の一覧表（品名、製造者名、仕様、台数等） 

６ 製造工程図（検査工程図を含む。） 

７ 品質管理の方法（社内規程一覧表、品質保証体制（フロー図等）） 

８ ６ヶ月間の生産実績（初回のみ） 

９ その他必要と認められるもの 

 

第３条から第８条 省略 

別表  工場審査基準 省略 

 

ⅩⅩ 工場審査等手数料規則（LIA-140-6） 

 

第１条 

管理型検査制度の工場審査等に係る手数料及び交通費等は、次のとおりとする。 

ただし、手数料については、消費税は別に納めるものとする。 

 

 手 数 料 交通費等 

(1)  新規の工場審査 50,000円 ＊１ 

(2)  継続あるいは品目の追加による工場審査 15,000円 ＊１ 

(3)  現場審査を省略する場合の工場審査 15,000円 － 

(4)  工場（事業所）の追加による工場審査 15,000円 ＊１ 

(5)  ３月フォローアップ － ＊２ 

(6)  １年フォローアップ － ＊３ 

 

第２条 以下省略 

 

ⅩⅩⅠ 管理検査抜取表（LIA-140-7） 

 

管理型検査制度における管理検査の検査項目及び抜取数は次のとおりとする。 

(1) 調整器 

1-1) 単段減圧式調整器 省略 

1-2) 自動切替式調整器（二段減圧式調整器を含む。） 

 

  ① 容量 10 kg/h以下のもの 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

語句修正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

手数料改定 

 

 

 

 

語句修正 
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区    分 同一工場の製造に係る同一型式のもの 

ロットを形成する個数 300以下 
301以上 

700以下 

  701以上

2,000以下 

2,001以上

3,000以下 

3,001以上

5,000以下 

 5,001以上

10,000 以下 

二 

次 

用 

表 示 

15 25 35 50 60 75 
気 密 

安全機構の作動試験安

全弁作動  

寸 法 5 10 15 20 25 30 

閉 塞 圧 力  
2 2 3 3 4 4 

調 整 圧 力  

一 

次 

用 

表 示 
15 25 35 50 60 75 

気 密 

寸 法 5 10 15 20 25 30 

閉 塞 圧 力  
2 2 3 3 4 4 

調 整 圧 力  

 

区    分 同一工場の製造に係る同一型式のもの 

ロットを形成する個数 300以下 
301以上 

700以下 

  701以

上 2,000

以下 

2,001以

上 3,000

以下 

3,001 以

上 5,000

以下 

 5,001以

上 10,000

以下 

分 

離 

型 

一 

次 

用 

表 示 
15 25 35 50 60 75 

気 密 

寸 法 5 10 15 20 25 30 

閉 塞 圧 力  

2 2 3 3 4 4 調 整 圧 力  

補給開始圧力 

一 

体 

型 

表 示 

15 25 35 50 60 75 気 密 

安全機構の作動試験  

寸 法 5 10 15 20 25 30 

閉 塞 圧 力  

2 2 3 3 4 4 調 整 圧 力  

補給開始圧力 

 

② 容量 10 ㎏/hを超えるもの 

区    分 同一工場の製造に係る同一型式のもの 

ロットを形成する個数 25以下 
 26以上 

300以下 

301以上 

600以下 

  601以上 

1,000以下 

二 

次 

用 

表 示 

3 10 20 30 気 密 

安全機構の作動試験  

寸 法 2 3 4 5 

閉 塞 圧 力  
1 1 2 2 

調 整 圧 力  

一 

次 

用 

表 示 
3 10 20 30 

気 密 

寸 法 2 3 4 5 

閉 塞 圧 力  1 1 2 2 

区    分 同一工場の製造に係る同一型式のもの 

ロットを形成する個数 300以下 
301以上 

700以下 

  701以上

2,000以下 

2,001以上

3,000以下 

3,001以上

5,000以下 

 5,001以上

10,000 以下 

二 

次 

用 

表 示 

15 25 35 50 60 75 
気 密 

安 全 弁 作 動 安

全 弁 作 動  

寸 法 5 10 15 20 25 30 

閉 塞 圧 力 
2 2 3 3 4 4 

調 整 圧 力 

一 

次 

用 

表 示 
15 25 35 50 60 75 

気 密 

寸 法 5 10 15 20 25 30 

閉 塞 圧 力 
2 2 3 3 4 4 

調 整 圧 力 

 

区    分 同一工場の製造に係る同一型式のもの 

ロットを形成する個数 300以下 
301以上 

700以下 

  701以

上 2,000

以下 

2,001以

上 3,000

以下 

3,001以

上 5,000

以下 

 5,001以

上 10,000

以下 

分 

離 

型 

一 

次 

用 

表 示 
15 25 35 50 60 75 

気 密 

寸 法 5 10 15 20 25 30 

閉 塞 圧 力 

2 2 3 3 4 4 調 整 圧 力 

補給開始圧力 

一 

体 

型 

表 示 

15 25 35 50 60 75 気 密 

安 全 弁 作 動 

寸 法 5 10 15 20 25 30 

閉 塞 圧 力 

2 2 3 3 4 4 調 整 圧 力 

補給開始圧力 

 

② 容量 10 ㎏/hを超えるもの 

区    分 同一工場の製造に係る同一型式のもの 

ロットを形成する個数 25以下 
 26以上 

300以下 

301以上 

600以下 

  601以上 

1,000以下 

二 

次 

用 

表 示 

3 10 20 30 気 密 

安 全 弁 作 動 

寸 法 2 3 4 5 

閉 塞 圧 力 
1 1 2 2 

調 整 圧 力 

一 

次 

用 

表 示 
3 10 20 30 

気 密 

寸 法 2 3 4 5 

閉 塞 圧 力 1 1 2 2 

 

 

 

 

 

検査規程との

整合 

（以下同様） 
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調 整 圧 力  

分 

離 

型 

一 

次 

用 

表 示 
3 10 20 30 

気 密 

寸 法 2 3 4 5 

閉 塞 圧 力  
1 1 2 2 

調 整 圧 力  

補給開始圧力  1 1 2 2 

一 

体 

型 

表 示 

3 10 20 30 気 密 

安全機構の作動試験  

寸 法 2 3 4 5 

閉 塞 圧 力  

1 1 2 2 調 整 圧 力  

補給開始圧力  

  

 

(2) 低圧ホース（大口径を含む。） 

区    分 同 一 工 場 の製 造 に係 る同 一 型 式 のもの  

ロットを形成する個数 300以下 
301以上 

700以下 

  701以上

2,000以下 

2,001以上

3,000以下 

3,001以上

5,000以下 

 5,001以上

10,000以下 

抜 

取 

個 

数 

構 造 

15 25 35 50 60 75 気 密 試 験  

表示・注意事項 

引 張 試 験  1 1 2 2 3 3 

 

 

(3) 燃焼器用ホース（大口径を含む。） 

区    分 同 一 工 場 の製 造 に係 る同 一 型 式 のもの  

ロットを形成する個数 300以下 
301以上 

700以下 

701以上 

2,000以下 

2,001以上

3,000以下 

3,001以上

5,000以下 

 5,001以上

10,000以下 

抜 

取 

個 

数 

構 造 

15 25 35 50 60 75 気 密 試 験  

表示・注意事項 

 

(4) 逆止弁付根元バルブ 

区    分 同 一 工 場 の製 造 に係 る同 一 型 式 のもの  

ロットを形成する個数 2,000以下 
2,001以上 

5,000以下 

5,001以上 

7,000以下 

 7,001以上 

10,000以下 

抜 

取 

個 

数 

気 密 性 能  
15 25 35 50 

表 示 

逆止弁の作動性能 
2 2 2 2 

逆止弁の漏れ量 

 

 

(5-1) マイコンメータ 

 

調 整 圧 力 

分 

離 

型 

一 

次 

用 

表 示 
3 10 20 30 

気 密 

寸 法 2 3 4 5 

閉 塞 圧 力 
1 1 2 2 

調 整 圧 力 

補給開始圧力 1 1 2 2 

一 

体 

型 

表 示 

3 10 20 30 気 密 

安 全 弁 作 動 

寸 法 2 3 4 5 

閉 塞 圧 力 

1 1 2 2 調 整 圧 力 

補給開始圧力 

  

 

(2) 低圧ホース（大口径を含む。） 

区    分 同 一 工 場 の製 造 に係 る同 一 型 式 のもの 

ロットを形成する個数 300以下 
301以上 

700以下 

  701以上

2,000以下 

2,001以上

3,000以下 

3,001以上

5,000以下 

 5,001以上

10,000以下 

抜 

取 

個 

数 

構 造 検 査 

15 25 35 50 60 75 気 密 検 査 

表示・注意事項 

引 張 検 査 1 1 2 2 3 3 

 

 

(3) 燃焼器用ホース（大口径を含む。） 

区    分 同 一 工 場 の製 造 に係 る同 一 型 式 のもの 

ロットを形成する個数 300以下 
301以上 

700以下 

701以上 

2,000以下 

2,001以上

3,000以下 

3,001以上

5,000以下 

 5,001以上

10,000以下 

抜 

取 

個 

数 

構 造 検 査 

15 25 35 50 60 75 気 密 検 査  

表示・注意事項 

 

(4) 逆止弁付根元バルブ 

区    分 同 一 工 場 の製 造 に係 る同 一 型 式 のもの 

ロットを形成する個数 2,000以下 
2,001以上 

5,000以下 

5,001以上 

7,000以下 

 7,001以上 

10,000以下 

抜 

取 

個 

数 

気 密 性 能 
15 25 35 50 

表 示 

逆止弁作動性能 
2 2 2 2 

逆止弁漏れ量 

 

 

(5-1) マイコンメータ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

検査規程との

整合 

（以下同様） 
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（削除） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（削除） 

 

 

 

 

 

 

 

 

① マイコンメータＳ型 

区    分 同 一 工 場 の製 造 に係 る同 一 型 式 のもの 

ロ ッ ト を 形 成 す る 個 数 1,000以下 
1,001以上 

5,000以下 

 5,001以上 

10,000以下 

10,001以上

30,000以下 

30,001以上

50,000以下 

抜
取
個
数

 
 

 
 

 
 

 
 

構 造 

15 20 25 30 35 表 示 

気 密 性 能 

流 量 遮 断 機 能 

2 2 4 4 6 

警報器ガス流量 

確 認 遮 断 機 能 

圧力検知器ガス 

流量確認遮断機能 

感震器ガス流量 

確 認 遮 断 機 能 

通 信 機 能 

 

 

 

 

 

 

① マイコンメータⅡ型 

区    分 同 一 工 場 の製 造 に係 る同 一 型 式 のもの 

ロットを形成する個数 1,000以下 
1,001以上 

5,000以下 

 5,001以上 

10,000以下 

10,001以上

30,000以下 

30,001以上

50,000以下 

抜
取
個
数

 
 

 
 

 
 

 
 

構 造 

15 20 25 30 35 表 示 

気 密 性 能 

流量遮断性能 

2 ２ 4 4 6 

圧 力 検 知 器 

連動遮断性能 

感 震 器 連 動 

遮 断 性 能 

通 信 機 能 

 

  ② マイコンメータＬ型 

区    分 同 一 工 場 の製 造 に係 る同 一 型 式 のもの 

ロットを形成する個数 1,000以下 
1,001以上 

5,000以下 

 5,001以上 

10,000以下 

10,001以上

30,000以下 

30,001以上

50,000以下 

抜
取
個
数

 
 

 
 

 
 

 
 

構 造 

15 20 25 30 35 表 示 

気 密 性 能 

流量遮断性能 

2 2 4 4 6 
通 信 機 能 

圧 力 検 知 器 

連動遮断性能 

 

 

③ マイコンメータＳ型 

区    分 同 一 工 場 の製 造 に係 る同 一 型 式 のもの 

ロ ッ ト を 形 成 す る 個 数 1,000以下 
1,001以上 

5,000以下 

 5,001以上 

10,000以下 

10,001以上

30,000以下 

30,001以上

50,000以下 

抜
取
個
数

 
 

 
 

 
 

 
 

構 造 

15 20 25 30 35 表 示 

気 密 性 能 

流 量 遮 断 性 能 

2 2 4 4 6 

警報器ガス流量 

確 認 遮 断 性 能 

圧力検知器ガス 

流量確認遮断性能 

感震器ガス流量 

確 認 遮 断 機 能 

通 信 機 能 

 

 

 

 

 

運用実態との

整合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

運用実態との

整合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

項番削除に伴う

番号繰り上げ 

 

 

 

 

 

 

検査規程との

整合 
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 ② マイコンメータＳＢ型 

区    分 同 一 工 場 の製 造 に係 る同 一 型 式 のもの 

ロットを形成する個数 1,000以下 
1,001以上 

5,000以下 

 5,001以上 

10,000以下 

10,001以上

30,000以下 

30,001以上

50,000以下 

抜
取
個
数

 
 

 
 

 
 

 
 

構 造 

15 20 25 30 35 表 示 

気 密 性 能 

流 量 遮 断 機 能 

2 2 4 4 6 

警報器ガス流量 

確 認 遮 断 機 能 

圧力検知器ガス 

流量確認遮断機能 

感震器ガス流量 

確 認 遮 断 機 能 

通 信 機 能 

 

③ マイコンメータＳ４型 

区    分 同 一 工 場 の製 造 に係 る同 一 型 式 のもの 

ロ ッ ト を 形 成 す る 個 数 1,000以下 
1,001以上 

5,000以下 

 5,001以上 

10,000以下 

10,001以上

30,000以下 

30,001以上

50,000以下 

抜
取
個
数

 
 

 
 

 
 

 
 

構 造 

15 20 25 30 35 表 示 

気 密 性 能 

流 量 遮 断 機 能 

2 2 4 4 6 

警報器ガス流量 

確 認 遮 断 機 能 

圧力検知器ガス 

流量確認遮断機能 

感震器ガス流量 

確 認 遮 断 機 能 

通 信 機 能 

 

 

④ マイコンメータ E型 

区    分 同 一 工 場 の製 造 に係 る同 一 型 式 のもの 

ロ ッ ト を 形 成 す る 個 数 1,000以下 
1,001以上 

5,000以下 

 5,001以上 

10,000以下 

10,001以上

30,000以下 

30,001以上

50,000以下 

抜
取
個
数

 
 

 
 

 
 

 
 

構 造 

15 20 25 30 35 表 示 

気 密 性 能 

流 量 遮 断 機 能 

2 2 4 4 6 

警報器ガス流量 

確 認 遮 断 機 能 

圧力検知器ガス 

流量確認遮断機能 

感震器ガス流量 

確 認 遮 断 機 能 

 

 ④ マイコンメータＳＢ型 

区    分 同 一 工 場 の製 造 に係 る同 一 型 式 のもの 

ロットを形成する個数 1,000以下 
1,001以上 

5,000以下 

 5,001以上 

10,000以下 

10,001以上

30,000以下 

30,001以上

50,000以下 

抜
取
個
数

 
 

 
 

 
 

 
 

構 造 

15 20 25 30 35 表 示 

気 密 性 能 

流 量 遮 断 性 能 

2 2 4 4 6 

警報器ガス流量 

確 認 遮 断 性 能 

圧力検知器ガス 

流量確認遮断性能 

感震器ガス流量 

確 認 遮 断 機 能 

通 信 機 能 

 

⑤ マイコンメータＳ４型 

区    分 同 一 工 場 の製 造 に係 る同 一 型 式 のもの 

ロ ッ ト を 形 成 す る 個 数 1,000以下 
1,001以上 

5,000以下 

 5,001以上 

10,000以下 

10,001以上

30,000以下 

30,001以上

50,000以下 

抜
取
個
数

 
 

 
 

 
 

 
 

構 造 

15 20 25 30 35 表 示 

気 密 性 能 

流 量 遮 断 性 能 

2 2 4 4 6 

警報器ガス流量 

確 認 遮 断 性 能 

圧力検知器ガス 

流量確認遮断性能 

感震器ガス流量 

確 認 遮 断 機 能 

通 信 機 能 

 

 

⑥ マイコンメータ E型 

区    分 同 一 工 場 の製 造 に係 る同 一 型 式 のもの 

ロ ッ ト を 形 成 す る 個 数 1,000以下 
1,001以上 

5,000以下 

 5,001以上 

10,000以下 

10,001以上

30,000以下 

30,001以上

50,000以下 

抜
取
個
数

 
 

 
 

 
 

 
 

構 造 

15 20 25 30 35 表 示 

気 密 性 能 

流 量 遮 断 性 能 

2 2 4 4 6 

警報器ガス流量 

確 認 遮 断 性 能 

圧力検知器ガス 

流量確認遮断性能 

感震器ガス流量 

確 認 遮 断 機 能 

項番削除に伴う

番号繰り上げ 

 

 

 

 

 

検査規程との

整合 

 

 

 

 

 

 

 

 

項番削除に伴う

番号繰り上げ 

 

 

 

 

 

検査規程との

整合 

 

 

 

 

 

 

 

 

項番削除に伴う

番号繰り上げ 

 

 

 

 

 

 

検査規程との

整合 
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通 信 機 能 

 

 ⑤ マイコンメータ EＢ型 

区    分 同 一 工 場 の製 造 に係 る同 一 型 式 のもの 

ロットを形成する個数 1,000以下 
1,001以上 

5,000以下 

 5,001以上 

10,000以下 

10,001以上

30,000以下 

30,001以上

50,000以下 

抜
取
個
数

 
 

 
 

 
 

 
 

構 造 

15 20 25 30 35 表 示 

気 密 性 能 

流 量 遮 断 機 能 

2 2 4 4 6 

警報器ガス流量 

確 認 遮 断 機 能 

圧力検知器ガス 

流量確認遮断機能 

感震器ガス流量 

確 認 遮 断 機 能 

通 信 機 能 

 

⑥ マイコンメータ E４型 

区    分 同 一 工 場 の製 造 に係 る同 一 型 式 のもの 

ロ ッ ト を 形 成 す る 個 数 1,000以下 
1,001以上 

5,000以下 

 5,001以上 

10,000以下 

10,001以上

30,000以下 

30,001以上

50,000以下 

抜
取
個
数

 
 

 
 

 
 

 
 

構 造 

15 20 25 30 35 表 示 

気 密 性 能 

流 量 遮 断 機 能 

2 2 4 4 6 

警報器ガス流量 

確 認 遮 断 機 能 

圧力検知器ガス 

流量確認遮断機能 

感震器ガス流量 

確 認 遮 断 機 能 

通 信 機 能 

 

(5-2)～(7) 省略 

 

(8) ガス漏れ警報遮断装置 

8-1) 配管型・メータ内蔵型共通 

  ① 呼び３／４以下（４ｍ3/h未満）のもの 

区    分 同 一 工 場 の製 造 に係 る同 一 型 式 のもの  

ロットを形成する個数 300以下 
301以上 

700以下 

  701以上

2,000以下 

2,001以上

3,000以下 

3,001以上

5,000以下 

 5,001以上

10,000 以下 

抜 

取 

個 

数 

構 造 

15 25 35 50 60 75 
気 密 性 能  

表 示 

説 明 書 等  

作 動 性 能  3 4 5 6 7 8 

 

通 信 機 能 

 

 ⑦ マイコンメータ EＢ型 

区    分 同 一 工 場 の製 造 に係 る同 一 型 式 のもの 

ロットを形成する個数 1,000以下 
1,001以上 

5,000以下 

 5,001以上 

10,000以下 

10,001以上

30,000以下 

30,001以上

50,000以下 

抜
取
個
数

 
 

 
 

 
 

 
 

構 造 

15 20 25 30 35 表 示 

気 密 性 能 

流 量 遮 断 性 能 

2 2 4 4 6 

警報器ガス流量 

確 認 遮 断 性 能 

圧力検知器ガス 

流量確認遮断性能 

感震器ガス流量 

確 認 遮 断 機 能 

通 信 機 能 

 

⑧ マイコンメータ E４型 

区    分 同 一 工 場 の製 造 に係 る同 一 型 式 のもの 

ロ ッ ト を 形 成 す る 個 数 1,000以下 
1,001以上 

5,000以下 

 5,001以上 

10,000以下 

10,001以上

30,000以下 

30,001以上

50,000以下 

抜
取
個
数

 
 

 
 

 
 

 
 

構 造 

15 20 25 30 35 表 示 

気 密 性 能 

流 量 遮 断 性 能 

2 2 4 4 6 

警報器ガス流量 

確 認 遮 断 性 能 

圧力検知器ガス 

流量確認遮断性能 

感震器ガス流量 

確 認 遮 断 機 能 

通 信 機 能 

 

(5-2)～(7) 省略 

 

(8) ガス漏れ警報遮断装置 

8-1) 配管型・メータ内蔵型共通 

  ① 呼び３／４以下（４ｍ3/h未満）のもの 

区    分 同 一 工 場 の製 造 に係 る同 一 型 式 のもの 

ロットを形成する個数 300以下 
301以上 

700以下 

  701以上

2,000以下 

2,001以上

3,000以下 

3,001 以上

5,000 以下 

 5,001以上

10,000 以下 

抜 

取 

個 

数 

構 造 検 査 

15 25 35 50 60 75 
気 密 検 査  

表 示 

説 明 書 

作 動 性 能 3 4 5 6 7 8 

 

 

項番削除に伴う

番号繰り上げ 

 

 

 

 

 

 

検査規程との

整合 

 

 

 

 

 

 

項番削除に伴う

番号繰り上げ 

 

 

 

 

 

 

検査規程との

整合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

検査規程との

整合 
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② 呼び１以上（4 ｍ3/h以上）のもの 

区    分 同 一 工 場 の製 造 に係 る同 一 型 式 のもの  

ロットを形成する個数 5以下 
6以上 

20以下 

21以上 

100以下 

101以上 

300以下 

  301以上 

1,000以下  

抜
取
個
数 

構 造 

1 3 10 20 30 
気 密 性 能  

表 示 

説 明 書 等  

作 動 性 能  1 1 2 3 4 

 

  8-2) 制御部 

区    分 同 一 工 場 の製 造 に係 る同 一 型 式 のもの  

ロットを形成する個数 300以下 
301以上 

700以下 

  701以上

2,000以下 

2,001以上

3,000以下 

3,001以上

5,000以下 

 5,001以上

10,000 以下 

抜
取
個
数 

構 造 

15 25 35 50 60 75 表 示 

説 明 書 等  

作 動 性 能  3 4 5 6 7 8 

 

(9)、(10) 省略 

 

(11) 対震自動ガス遮断器 

区    分 
同 一 工 場 の製 造 に係 る同 一 型 式 のもの 

呼び ３／４以下 呼び １以上 

ロットを形成 

する個数 
300以下 

301以上 

700以下 

  701以上 

2,000以下 

2,001以上 

3,000以下 
5以下 

 6以上 

20以下 

 21以上 

100以下 

101以上 

300以下 

抜 

取 

個 

数 

気密性能 

15 25 35 50 1 3 10 20 表 示 

説明書等 

作動性能 3 4 5 6 1 1 2 3 

注：感震器は、呼び 3/4以下と見なすものとする。 

 

(12) 省略 

 

(13) ゴムキャップ 

区    分 同 一 工 場 の製 造 に係 る同 一 型 式 のもの 

ロ ッ ト を 形 成 す る 個 数 30,000 以下 
30,001 以上 

70,000 以下 

 70,001以上

200,000 以下 

200,001 以上

300,000 以下 

抜
取
個
数 

構 造 検 査 

15 25 35 50 気 密 検 査 

表 示 

 

 

 

 

 

 

② 呼び１以上（4 ｍ3/h以上）のもの 

区    分 同 一 工 場 の製 造 に係 る同 一 型 式 のもの 

ロットを形成する個数 5以下 
6以上 

20以下 

21以上 

100以下 

101以上 

300以下 

  301以上 

1,000以下  

抜

取

個

数 

構 造 検 査  

1 3 10 20 30 
気 密 検 査  

表 示 

説 明 書 

作 動 性 能 1 1 2 3 4 

 

  8-2) 制御部 

区    分 同 一 工 場 の製 造 に係 る同 一 型 式 のもの 

ロットを形成する個数 300以下 
301以上 

700以下 

  701以上

2,000以下 

2,001以上

3,000以下 

3,001以上

5,000以下 

 5,001以上

10,000 以下 

抜
取
個
数 

構 造 検 査 

15 25 35 50 60 75 表 示 

説 明 書 

作 動 性 能 3 4 5 6 7 8 

 

(9)、(10) 省略 

 

(11) 対震自動ガス遮断器 

区    分 
同 一 工 場 の製 造 に係 る同 一 型 式 のもの 

呼び ３／４以下 呼び １以上 

ロットを形成 

する個数 
300 以下 

301以上 

700以下 

  701以上 

2,000以下 

2,001以上 

3,000以下 
5以下 

 6以上 

20以下 

 21以上 

100以下 

101以上 

300以下 

抜 

取 

個 

数 

気密検査 

15 25 35 50 1 3 10 20 表 示 

説 明 書 

作動性能 3 4 5 6 1 1 2 3 

注：感震器は、呼び 3/4以下と見なすものとする。 

 

(12) 省略 

 

(13) ゴムキャップ 

区    分 同 一 工 場 の製 造 に係 る同 一 型 式 のもの 

ロ ッ ト を 形 成 す る 個 数 30,000 以下 
30,001 以上 

70,000 以下 

 70,001以上

200,000 以下 

200,001 以上

300,000 以下 

抜
取
個
数 

構 造 検 査 

15 25 35 50 気 密 検 査 

表 示 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

検査規程との

整合（以下同

様） 
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(14) 迅速継手 

  14-1) 迅速継手（大型燃焼器接続用を除く。） 

区    分 同 一 工 場 の製 造 に係 る同 一 型 式 のもの 

ロ ッ ト を 形 成 す る 個 数 500以下 
  501以上 

1,200以下 

1,201以上 

3,200以下 

 3,201以上 

10,000以下 

 10,001以上

150,000以下 

抜
取
個
数 

着 脱 作 動 

20 32 50 80 125 気 密 性 

表 示 

 

14-2) 省略 

 

(15) ガス放出防止器 

区    分 同 一 工 場 の製 造 に係 る同 一 型 式 のもの 

ロ ッ ト を 形 成 す る 個 数 300以下 
301以上 

700以下 

  701以上 

2,000以下 

2,001以上 

3,000以下 

抜 

取 

個 

数 

表 示 

15 25 35 50 
気 密 試 験 

漏 れ 量 試 験 

作 動 試 験 

瞬 間 作 動 試 験 2 3 4 5 

   備考１： 瞬間作動試験は引張式には適用しない。 

    備考２： 漏れ試験及び作動試験には、転倒しゃ断機能を含むものとする。 

           但し、転倒しゃ断機能に係る試験は前後左右の任意の１方向とする。 

 

(16) ホースエンド接続具 

  16-1) 燃焼器ホース用 

区    分 同 一 工 場 の製 造 に係 る同 一 型 式 のもの  

ロットを形成する個数 10,000 以下 
10,001 以上 

20,000 以下 

20,001 以上 

30,000 以下 

30,001 以上 

50,000 以下 

抜
取
個
数 

表 示 25 35 50 75 

構 造 ・ 寸 法  
2 2 2 2 

気 密 試 験  

 

  16-2) 金属フレキシブルホース用 

区    分 同 一 工 場 の製 造 に係 る同 一 型 式 のもの  

ロットを形成する個数 10,000 以下 
10,001 以上 

20,000 以下 

20,001 以上 

30,000 以下 

30,001 以上 

50,000 以下 

抜
取
個
数 

表 示 25 35 50 75 

構 造 ・ 寸 法  

2 2 2 2 

気 密 試 験  

 

 

 

 

(14) 迅速継手 

  14-1) 迅速継手（大型燃焼器接続用を除き、小口径ホース用を含む。） 

区    分 同 一 工 場 の製 造 に係 る同 一 型 式 のもの 

ロ ッ ト を 形 成 す る 個 数 500以下 
  501以上 

1,200以下 

1,201以上 

3,200以下 

 3,201以上 

10,000以下 

 10,001以上

150,000以下 

抜
取
個
数 

着 脱 作 動 

20 32 50 80 125 気 密 性 

表 示 

 

14-2) 省略 

 

(15) ガス放出防止器 

区    分 同 一 工 場 の製 造 に係 る同 一 型 式 のもの 

ロ ッ ト を 形 成 す る 個 数 300以下 
301以上 

700以下 

  701以上 

2,000以下 

2,001以上 

3,000以下 

抜 

取 

個 

数 

表 示 

15 25 35 50 
気 密 性 能 

漏 れ 量 検 査 

作 動 性 能 

瞬 間 作 動 2 3 4 5 

   備考１： 瞬間作動試験は引張式には適用しない。 

    備考２： 漏れ試験及び作動試験には、転倒しゃ断機能を含むものとする。 

           但し、転倒しゃ断機能に係る試験は前後左右の任意の１方向とする。 

 

(16) ホースエンド接続具 

  16-1) 燃焼器ホース用 

区    分 同 一 工 場 の製 造 に係 る同 一 型 式 のもの 

ロットを形成する個数 10,000 以下 
10,001 以上 

20,000 以下 

20,001 以上 

30,000 以下 

30,001 以上 

50,000 以下 

抜
取
個
数 

表 示 25 35 50 75 

構 造 ・ 寸 法 
2 2 2 2 

気 密 検 査  

 

  16-2) 金属フレキシブルホース用 

区    分 同 一 工 場 の製 造 に係 る同 一 型 式 のもの 

ロットを形成する個数 10,000 以下 
10,001 以上 

20,000 以下 

20,001 以上 

30,000 以下 

30,001 以上 

50,000 以下 

抜
取
個
数 

表 示 25 35 50 75 

構 造 ・ 寸 法 

2 2 2 2 

気 密 検 査 

 

 

 

 

運用実態との

整合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

検査規程との

整合（以下同

様） 
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(17) 感震自動ガス遮断装置 

区    分 
同 一 工 場 の製 造 に係 る同 一 型 式 のもの  

呼び３／４以下 呼び１以上 

ロ ッ ト を 形 成 

す る 個 数 

300以

下 

301以上 

700以下 

  701以上 

2,000以下 

2,001以上 

3,000以下 
5以下 

 6以上 

20以下 

 21以上 

100以下 

101以上 

300以下 

抜 

取 

個 

数 

気密性能  

15 25 35 50 1 3 10 20 表 示 

説明書等  

作動性能  3 4 5 6 1 1 2 3 

注：感震部単体及び一体型（一体型とは、「感震器と制御部の一体型」をいう。）は、呼び 3/4以下と見なすものとす

る。 

 

ⅩⅩⅡ 附  則 

 

附  則 （平成 6年 4月 1日制定） 

１ この検査制度は、平成 6年 4月 1日から施行する。 

 

附  則 （平成 6年 10月 1日改正） 

１ この改正は、平成 6年 10月 1日から施行する。 

 ２ 品目（配管用フレキ管・継手、ガス漏れ警報遮断装置）を追加する。 

 

附  則 （平成 8年 5月 1日改正） 

１ この改正は、平成 8年 5月 1日から施行する。 

 ２ 品目（単段減圧式調整器、高圧ホース、自記圧力計）を追加する。 

 

附  則 （平成 10年 4月 1日改正） 

１ この改正は、平成 10年 4月 1日から施行する。 

 ２ 品目（対震自動ガス遮断器、塩化ビニルホース、ホースバンド、ゴムキャップ、迅速継手、迅速継手付ゴ

ム管及び塩化ビニルホース、ガス放出防止器、安全アダプター、ホースエンド接続具、感震自動ガス

遮断装置）を追加する。 

 

附  則 （平成 14年 4月 1日改正） 

１ この改正は、平成 14年 4月 1日から施行する。 

 

附  則 （平成 24年 4月 1日改正） 

１ この改正は、平成 24年 4月 1日から施行する。 

２ 一般財団法人の登記を行った日から「財団法人」を「一般財団法人」に改める。 

 

附  則 （平成 29年 8月 1日改正） 

１ この改正は、平成 29年 8月 1日から施行する。 

 ２ 品目（塩化ビニルホース、迅速継手付ゴム管及び塩化ビニルホース、安全アダプター）を削除する。 

 

附  則 （令和 5年 11月 1日改正） 

１ この改正は、令和 5年 11月 1日から施行する。 

 

附  則 （令和 8年 10月 1日改正） 

１ この改正は、令和 8年 10月 1日から施行する。 

 

(17) 感震自動ガス遮断装置 

区    分 
同 一 工 場 の製 造 に係 る同 一 型 式 のもの 

呼び３／４以下 呼び１以上 

ロ ッ ト を 形 成 

す る 個 数 

300 以

下 

301以上 

700以下 

  701以上 

2,000以下 

2,001以上 

3,000以下 
5以下 

 6以上 

20以下 

 21以上 

100 以下 

101以上 

300以下 

抜 

取 

個 

数 

気密性能 

15 25 35 50 1 3 10 20 表 示 

説明書等 

作動性能 3 4 5 6 1 1 2 3 

注：感震部単体及び一体型（一体型とは、「感震器と制御部の一体型」をいう。）は、呼び 3/4以下と見なすものとす

る。 

 

 

ⅩⅩⅡ 附  則 

 

附  則 （平成 6年 4月 1日制定） 

１ この検査制度は、平成 6年 4月 1日から施行する。 

 

附  則 （平成 6年 10月 1日改正） 

１ この改正は、平成 6年 10月 1日から施行する。 

 ２ 品目（配管用フレキ管・継手、ガス漏れ警報遮断装置）を追加する。 

 

附  則 （平成 8年 5月 1日改正） 

１ この改正は、平成 8年 5月 1日から施行する。 

 ２ 品目（単段減圧式調整器、高圧ホース、自記圧力計）を追加する。 

 

附  則 （平成 10年 4月 1日改正） 

１ この改正は、平成 10年 4月 1日から施行する。 

 ２ 品目（対震自動ガス遮断器、塩化ビニルホース、ホースバンド、ゴムキャップ、迅速継手、迅速継手付ゴ

ム管及び塩化ビニルホース、ガス放出防止器、安全アダプター、ホースエンド接続具、感震自動ガス

遮断装置）を追加する。 

 

附  則 （平成 14年 4月 1日改正） 

１ この改正は、平成 14年 4月 1日から施行する。 

 

附  則 （平成 24年 4月 1日改正） 

１ この改正は、平成 24年 4月 1日から施行する。 

２ 一般財団法人の登記を行った日から「財団法人」を「一般財団法人」に改める。 

 

附  則 （平成 29年 8月 1日改正） 

１ この改正は、平成 29年 8月 1日から施行する。 

 ２ 品目（塩化ビニルホース、迅速継手付ゴム管及び塩化ビニルホース、安全アダプター）を削除する。 

 

附  則 （令和 5年 11月 1日改正） 

１ この改正は、令和 5年 11月 1日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

検査規程との

整合 
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新 旧 変更理由 

 

ⅩⅩⅢ 申請等の様式集 

（様式第１）～（様式第１１） 省略 

 

（様式第１２） 

×整 理 番 号       

×受理年月日  

 

 

証 票 管 理 責 任 者 登 録 届 出 書 
 

 

 

    年   月   日 

 

一般財団法人日本エルピーガス機器検査協会 

 理事長             殿 

 

 氏名又は名称及び法人に 

 あってはその代表者の氏名  印 

 住所 

          

 

管理型検査制度（LIA-140）に基づき、次のとおり証票管理責任者の登録を届け出します。 

 

１ 事業所の名称及び住所 

 

２ 対象品目 

 

３ 証票管理責任者の氏名 

 

４ 証票管理責任者の所属部署及び役職名 

 

 

 

   証票管理責任者変更届出受付証 

 

  この通知を以て、上記のとおり証票管理責任者として登録します。 

 

           年   月   日 

一般財団法人日本エルピーガス機器検査協会 

   理事長                           印 

 

（備考）１ ×印の項は記載しないこと。 

２ この用紙の大きさは，Ａ４とすること。 

 

（様式第１３） 以降省略 

 

 

ⅩⅩⅢ 申請等の様式集 

（様式第１）～（様式第１１） 省略 

 

（様式第１２） 

×整 理 番 号       

×受理年月日  

 

 

証 票 管 理 責 任 者 登 録 届 出 書 
 

 

 

    年   月   日 

 

一般財団法人日本エルピーガス機器検査協会 

 理事長             殿 

 

 氏名又は名称及び法人に 

 あってはその代表者の氏名  印 

 住所 

          

 

管理型検査制度（LIA-140）に基づき、次のとおり証票管理責任者の登録を届け出します。 

 

１ 事業所の名称及び住所 

 

２ 対象品目 

 

３ 証票管理責任者の氏名 

 

４ 証票管理責任者の所属部署及び役職名 

 

 

 

   証票管理責任者変更届出受付証 

 

  この通知を以て、上記のとおり証票管理責任者として登録し、前任者の登録を抹消します。 

 

           年   月   日 

一般財団法人日本エルピーガス機器検査協会 

   理事長                           印 

 

（備考）１ ×印の項は記載しないこと。 

２ この用紙の大きさは，Ａ４とすること。 

 

（様式第１３） 以降省略 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

誤記修正 

以上 


